
１．総括票 団体名 東京都千代田区

a)温室効果ガ
スの削減

b)地域の活力
の創出等

①高水準な建物のエネルギー対策
【業務】太陽光発電システムや高効率給湯器等への助成14件（約37t-CO2）
②まちづくりの機会と場を活かした面的対策の推進
【業務】大手町一丁目地区（大手町連鎖型再開発第一次事業街区）及び丸の内二丁目地区（丸の内パークビル街区）におけるプラント新設及び稼動開始（約
3,000t-CO2）　※一部テナント未稼働
【業務】千鳥ヶ淵ボート場における太陽光発電（約0.53t-CO2）
③地域連携の推進
【家庭】太陽光発電システムや高効率給湯器等への助成49件（約38t-CO2)

（１）取組の進捗状況
千代田区の平成21年度の取組みは、アクションプランで予定していた事業のうち検討に留まった事業はあるものの、全体としては、計画通り進んでいる。
①高水準な建物のエネルギー対策
・「神田駅西口周辺地区」をモデル地区にグリーンストック作戦を実施し、既築建物約260棟を対象にした省エネ診断参加意向調査や省エネ診断説明会及び公開報告会を実
施し、地区内事業所等へ情報提供を行なった。
・区有施設については15施設の省エネ診断を実施した。また、清掃工場のごみ焼却排熱（未利用エネルギー）を活用した電力の受け入れ校として小学校3校が決定した。
・新エネルギーおよび省エネルギー機器等導入助成制度を開始した。
②まちづくりの機会と場を活かした面的対策の推進
・大手町一丁目地区（大手町連鎖型再開発第一次事業街区）及び丸の内二丁目地区（丸の内パークビル街区）におけるプラントを新設し、稼動を開始した。　※建物内で一部
未稼働のテナントあり
・地域交通対策については、コミュニティサイクルなど社会実験を実施し、ニーズの把握等検証を行った。
・面的ヒートアイランド対策事業については、風の道の創出や東京駅周辺広場の整備などが順調に進んでいる。
③地域連携の推進
・東京都、青森県と協定を結び、地方都市での風力発電等による生グリーン電力の区内事業所への導入を図った。
・さまざまな組織（CES（千代田エコシステム）推進協議会、大丸有協議会、エコッツェリア協会等）と連携し、環境リーダーの育成や普及啓発イベント等を実施した。

（４）特筆すべき市民のライフスタイル等

※3 課題と改善点については、取組の進捗状況や成果を踏まえ、今後の取組についての課題や改善に関する内容を記述すること。市民意識調査の結果等を実施した場合
は、その結果を用いての分析等、実態に即した改善点として記述すること。

平成２１年度　環境モデル都市フォローアップ（施策の進捗状況等）

※1 取組の成果については、定量的に把握することが可能なものについては、定量的に記載するものとする。　また、統計データからは定量的に把握できないものについて
も、市民意識調査の実施等により、可能な限り定量的に把握し、これを記載するものとする。以上により定量的に記載することができない場合は、定性的に記載すること。

※2 地域活力の創出等については、都市・地域の活力の創出や住民生活の質の向上等、地球温暖化問題への対応にとどまらない幅広い効果について記述すること。

（３）21年度の取組成果や活動を踏まえた22年度等に向けての課題と改善点
①高水準な建物のエネルギー対策
・グリーンストック作戦については、モデル地区におけるフォローアップを行う（省エネ診断の更なる受診と、診断結果に基づく省エネ改修につなげる。その際には、助成制度や
低利融資の活用を図る）。また、新規モデル地区を選定し、グリーンストック作戦を昨年度と同様に進める。
・区有施設の省エネ化については、投資費用の少ない「ソフト対策」の徹底を行うとともに、施設改修に合わせた温暖化対策の設備改修計画を策定する。
②まちづくりの機会と場を活かした面的対策の推進
・予定している計画を遅滞なく進める。
・地域交通対策については、事業化に向けての法的課題や採算性、安全な走行空間の確保等の課題がある。
③地域連携の推進
・生グリーン電力の導入を推進する。
・CESの認知度向上のため、CES推進協議会 と区が連携し、助成制度における割増しなどインセンティブを付与するとともに制度の浸透を図っていく必要がある。

①高水準な建物のエネルギー対策
【業務】神田駅西口周辺地区全体への省エネ説明等により、地区内の商店街が中心となった「神田ecoまつり」の実施につながった。
【業務】区有施設27施設の省エネ診断実施（H20:12施設、H21:15施設）により、CO2削減に係る費用及び効果を把握できた。
②まちづくりの機会と場を活かした面的対策の推進
【業務】大丸有地区コミュニティサイクル社会実験では、個人572名、法人16団体が利用登録し、のべ3,600回の利用があった。他交通からの転換や新たな外
出・回遊を創出する可能性がある。
③地域連携の推進
【家庭】イベント参加者の環境への関心の向上、さらにイベント規模拡大による参加者の増加に伴う活動の広がりが見込まれる。

全体総括

（２）取組の主な成果

現段階では特になし。



２．個別事業に関する進捗状況等 　 団体名 東京都千代田区

温室効果ガス削減
（t-CO2)

地域活力の創出等

-

-

(H22年度から発現）

-

-

-

（H22年度から発現）

-

○ローカーボン電力の購入については、供給事業者の発
電能力の関係から受入れ学校数に制限がある。

○既存区有施設への設置における設備的な障害、設置後
の省エネ効果を検証する。

○省エネ改修にあたり、財政課をはじめ所管課・施設担当
課との連携強化が必要である。

○投資費用の少ない「ソフト対策」の徹底及び施設改修に
併せた温暖化対策の設備改修計画を策定する。

○今までの水銀灯が白色で、交換後のナトリウム灯ではオ
レンジ色となるため、「商店街のイメージとあわない」「防空
壕を思い出す」などの苦情が寄せられているが、「千代田
区地球温暖化対策条例」に基づき、CO2削減を図るためナ
トリウム灯に交換していると対応している。また、現状では
ナトリウムランプのランプ効率が最も高いといえるが、今後
はLEDの導入についても検討している。

○4月より、区内小学校3校へのローカーボン電力供
給を開始する。

○区有施設において、エネルギー表示を実施する。

○区有施設において、まず、ソフト対策による削減を
行い、高効率照明や人感センサー、高効率設備機器
への改修等順次実行する。

○環境・温暖化対策ガイドラインの対策項目を計画
建物に適用し、推進を図る。

○区道に設置されている街路灯のうち、1133基を水
銀灯からナトリウム灯に変える。

○ローカーボン電力が導入される小学校の児童数：1142名
(3校合計）

○区庁舎1Fモニターに庁舎全体での環境への取組み状況
を表示することで、来庁者の環境への関心を高め、環境配
慮行動につながることが見込まれる。

○27施設(H20:12施設・H21:15施設)の省エネ診断を実施す
ることにより、CO2削減に係る費用及び効果を把握できた。
一部施設については、照明器具の取替えなどを行った。小
学校2校合計で21.45t-CO2削減が見込まれる。

○区有施設の環境・温暖化対策ガイドライン2009を策定。
H21年度以降の新築・増改築については、省エネやCO2削
減へのさらなる取組みを実施する。

特になし 相談窓口の事務量や内容を検討し、体制を強化する。

主席調査員（建築物の省エネルギー対策や再生可
能エンルギーの活用などの専門家）をメインに、職員
による「省エネ相談窓口」を開設する。H22年度10月
を予定とする。

区有施設の
ローカーボン
化

2-1-②
-ｂ
業務 ○ 実施

＜実施＞
○東京エコサービス（株）による公共施設（小中学校）への
清掃工場のごみ焼却排熱（未利用エネルギー）を活用した
発電・供給事業について、関係者と協議し、区立小学校3
校への導入を決定した。

○区本庁舎での年度毎のエネルギー使用量の推移や区
全職場での省エネの取組みなどを表示し、来庁者への意
識啓発を図った。

○区有施設15施設の省エネ診断を実施した。

○H20年度に省エネ診断を実施した区有施設のうち、以下
の2施設において省エネ改修を実施した。
　・昌平童夢館
　　　・トイレに人感センサー取付け
　　　・階段誘導灯を省電力及び人感センサーに取替え
　　　・誘導灯を省電力型に取替え
　　　・白熱灯を蛍光管に取替え
　・神田さくら館
　　　・階段誘導灯を省電力及び人感センサーに取替え
　　　・誘導灯を省電力型に取替え
　　　・白熱灯を蛍光管に取替え

○公共施設の新築に際し、環境･温暖化対策ガイドラインを
策定した。

○街路灯1433基を水銀灯からナトリウムランプ灯に変え
た。（目標1,394基）

b

○神田駅西口周辺地区内の商店街が中心となり、自発的
に「神田ecoまつり」を実施した。環境（省エネ）に対する意
識の向上が確認できた。また、このイベントにおいて、省エ
ネ機器やヒートアイランド対策助成制度等の相談ブースを
設置して普及啓発に当たった。

○ニュースレターにより情報提供を行った事業所から、新
エネルギー及び省エネルギー機器助成の申入れがあるな
ど、発信した情報が有効に活用されている。

○グリーンストック作戦については、省エネ診断から省エネ
改修につなげるための助成制度や低利融資の活用、省エ
ネ効果、費用対効果などのインセンティブの提供と継続的
なフォローが必要である。特に、金銭面における費用対効
果、減価償却の試算などファイナンシャルプランナー等の
活用が望まれる。

○ニュースレター等の情報が一方通行になる。

○既存モデル地区におけるフォローアップと新規モデ
ル地区の選定と作戦遂行を行う。

○ニュースレターにより事業所等へ情報を発信する。

○多方向での情報交換と、受信数を増加させる（省
エネに興味のある事業所を発掘する）。

建物のロー
カーボン・ゼロ
カーボンに向
けた普及啓発

2-1-②
-a
業務 検討 ＜検討＞

省エネに関する相談窓口の設置に向け、準備を行った。 ｂ

○ 検討

＜着手＞
○「神田駅西口周辺地区」をモデル地区に、グリーンストッ
ク作戦を開始した。
　・2月～6月：基礎調査実施
　・7月：モデル地区において、グリーンストック作戦推進協
議会設立
　・8月～9月：モデル地区内の既築建物約260棟を対象に
省エネ診断参加意向調査実施
　・10月：省エネ診断説明会実施
　・2月：公開報告会実施（省エネ診断の結果分析や受診
者・施行業者の発表等）

○平成20年度に実施した「グリーンストック作戦に向けた区
内既築建物のエネルギー使用実態調査」で、区による情報
提供を可とした事業所等にグリーンストック作戦をはじめと
する、区の温暖化対策の取組みなどに関するニュースレ
ター（メール）を発信した。（約120事業所：グリーンストックク
ラブ）

a

計画書制度のたたき台を作成し、関係団体等と事前確認を
行った。

計画書制度（案）の内容を確定し、関係団体等と協議した
上で、パブリックコメントを行う。

「建築物環境計画書制度」は、6月初旬にパブリックコ
メントを行い、広く意見を求め、制度を補完する。10月
を施行予定とする。

検討

＜検討＞
「建築物環境計画書制度」の構築に向け、対象規模
（300m2以上5,000m2以下）、評価項目等を検討し、素案を
策定した。

ｂ2-1-②
-a

業務

グリーンストッ
ク作戦（既築
建物のロー
カーボン化）

2-1-②
-a
業務

平成２１年度の進捗 平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画との
比較

取組の成果

課題と改善方針 取組の計画
取組
番号 部門 主要

H21
予定

取組
方針

取組
内容

徹底した建物
のローカーボ
ン化

高水準な建物
のエネルギー
対策



温室効果ガス削減
（t-CO2)

地域活力の創出等

平成２１年度の進捗 平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画との
比較

取組の成果

課題と改善方針 取組の計画

取組
番号
部門 主要

H21
予定

取組
方針

取組
内容

約３７ｔ-CO2

※助成支援した業務用省
エネ機器のうち、CO2削減
効果換算が可能なもので
一定の条件で使用されて
いることを踏まえての計上
○太陽光発電システム
1kw=667kg×
25kw=16,667kg-CO2
○CO2冷媒ヒートポンプ給
湯器
1基=6,600kg×1基
=6,600kg-CO2
○潜熱回収型給湯器
1基=1,167kg×7基
=8,169kg-CO2
○LED照明
1個=69kg×81個
=5,589kg-CO2

-

-

約3,000t-CO2

①大手町カンファレンスセ
ンターサブプラント(OG1）
及び丸の内二丁目セン
ター（SF）CO2排出量
=5,250t-CO2/年
②想定個別（大手町カン
ファレンスセンターサブプ
ラント(OG1）及び丸の内二
丁目センター（SF））CO2排
出量=8,257t-CO2/年
③CO2排出削減量(①－
②）=3,007t-CO2/年

※建物内に一部未稼動の
テナントあり

-

-

-

-

-

-

約0.53t-CO2

※Ｈ21年度の東京電力の
CO2排出係数が未発表の
ため、現段階では算出で
きない。仮にＨ21年度の
CO2排出係数が、Ｈ20年
度と同様だった場合（排出
係数0.000332）、1,591×
0.000332=約0.53t-CO2削
減

2-2-②
-b
業務

＜実施＞
○千鳥ヶ淵ボート場の屋根に18枚の太陽電池モジュール
を設置した。

※千鳥ヶ淵ボート場における太陽光発電量は1,591kwh（平
成21年度4月～1月分）であった。

b業務2-1-②
-b

区内業務系
建物への太
陽光発電導
入

導入地域の選定、取組内容等の基準作りが必要である。 関係部署と協議する。

特になし 特になし 丸の内二丁目地区におけるプラント新設に向けて着
工する。

特になし
飯田橋地区
の再開発

2-2-②
-b
業務

地域冷暖房
施設の高効
率化

2-2-②
-b
業務

○平成23年度からの基金創設をめざし、区民・事業
者の温暖化対策を支援する仕組みを検討する。

○エネファームや外壁・窓等の高断熱化について助
成制度を拡充する。
※省エネ家電等買い替え促進のためのスキーム（エ
コポイント等）は、今のところ予定していない。

○地域指定にあたり、地元権利者との合意形成と指定、指
針等の検討が必要である。

○地域指定の指針等を作る必要がある。

○具体の地域での指定に向け、協議を進める。

○促進地域の選定にあわせ、協議会の立ち上げを
検討する。

実施

＜実施＞
○大手町一丁目地区（大手町連鎖型再開発第一次事業街
区）におけるプラントを新設した。

○丸の内二丁目地区（丸の内パークビル街区）におけるプ
ラントを新設した。

b

検討
＜検討＞
温暖化対策促進指定地域や、温暖化対策地域協議会等
の対象要件について検討した。

b 特になし

○太陽光発電システムや高効率給湯器等の導入に、計14
件5,264千円を助成した。

温暖化対策
促進地域の
指定

2-2-②
-a
業務

省エネ家電等
の買い替え促
進

2-1-②
-ｄ 業務 検討

＜検討＞
○基金スキームを検討した。

○秋葉原グリーンフェスティバルなどイベント事業にて来場
者に助成制度を紹介した。
　・7/18～8/23：秋葉原グリーンフェスティバル
　・7/18～7/20：省エネ機器の普及啓発展

○新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成制度を
実施した。

b

○区民・事業者を支援する基金スキームを構築する。

○省エネ機器の普及啓発展では、来場者総数は多かった
（約1830人）が、区民の参加者が少なかった。また、出展企
業の考えるターゲットと来場者の層に差があったり、同業種
の出展が重複したため、今後は業者選定などに工夫する
必要がある。

○事業者へのさらなる周知が必要である。また、対象機器
の拡充や申請書類の簡素化など活用しやすい制度への改
善の必要がある。

検討
＜検討＞
まちづくり推進部と具体的な施策について検証した。 b

実施

検討

＜着手＞
大手町一丁目第2地区第一種市街地再開発事業施行地区
内にある日経ビル、経団連会館、JAビルを解体し、終了し
た。

a

検討

＜検討＞
霞ヶ関周辺地区低炭素都市づくり検討委員会において、以
下の基本的な方向性を示した。
　・徹底した単体対策の実施
　・未利用エネルギー、再生可能エネルギーの最大限の活
用
　・行政街区の機能更新と一体となった整備の集約化とイ
ンフラ整備
　・緑と水・交通対策と合わせた総合的な対策の実施

b

特になし 新保健所への太陽光発電導入工事が終了する。

2-2-②
-b
業務 特になし 特になし 大手町一丁目第2地区第一種市街地再開発事業施

行地区内において新築工事を着工する。

○「霞ヶ関周辺地区低炭素都市づくり構想　報告書」をまと
めた。

○本調査は、一般的な市街地における汎用的な低炭素都
市づくりではなく、国内外に誇るべき官庁街として、景観や
品格の保全を前提に当地区の低炭素都市づくりのあり方
を検討したものである。

特になし

霞ヶ関低炭素化の推進に向けて、今後は技術革新
等も見据えながら、より効果的な施策展開となるよ
う、街区単位の機能更新に併せ、国や東京都、千代
田区などの関係者が集まり、具体の協議・検討を
行っていく。

大手町地区
の低炭素化
構想

霞ヶ関地区の
低炭素化構
想

高水準な建物
のエネルギー
対策

まちづくりの
機会と場を活
かした面的対
策の推進



温室効果ガス削減
（t-CO2)

地域活力の創出等

平成２１年度の進捗 平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画との
比較

取組の成果

課題と改善方針 取組の計画

取組
番号
部門 主要

H21
予定

取組
方針

取組
内容

（未算出）

-

（未算出）

-

-

-

-

-

-

-

検討

○計画を遅滞なく進める。

○平成21年度に実施した風の道シュミレーションにより明ら
かになった内容をもとに、まちづくりガイドラインの時点修正
を検討する。

○水調査の結果、以下のような課題が挙がった。
　・水資源全て（河川・未処理下水・下水処理水・地下水・地
中熱）において絶対量が少ない。
　・水温度差利用については、水量が少ないことや、感潮
域であることなどから熱交換効率が悪く、採算性が成り立
たない。
　・濠水の水温度差利用及びヒートアイランド対策への使用
は、濠が国の史跡に指定されており、揚水整備の設置が
困難であること、夏季の水量不足、水質の問題がある。

＜実施＞
○地元商店主、運送事業者、行政等から成る「大丸有・神
田地区等グリーン物流促進協議会」において、H22年度の
低温貨物共同配送システム実証運行等に向けた計画を策
定した。

○区公用車について電気自動車1台と、区庁舎地下駐車
場に急速充電器1基を導入した。また、区公用車（電気自
動車）を活用したカーシェアリングを開始した。

○大丸有地区・周辺地区環境交通推進協議会による社会
実験を実施した。
　・電気自動車を活用したカーシェアリング・コミュニティタク
シー
　・マルチポート型コミュニティサイクル
　・神田警察通りにおける自転車専用レーン

○大丸有地区コミュニティサイクル社会実験協議会による
社会実験を実施した。
　・都心型コミュニティサイクル

a

○H22年度実証運行・H23年度～本格実施に向けた計画を
策定する。本格実施によるCO2削減効果は21.8t/年と想定
される。

○電気自動車やマルチポート型コミュニティサイクルの利
便性、安全・安心な自転車走行空間を体感する機会を提供
した。実事業化によるCO2削減効果は181.5t/年と想定され
る。

○大丸有地区コミュニティサイクル社会実験では、個人572
名・法人16団体が利用登録し、のべ3,600回の利用があっ
た。他交通からの転換や新たな外出・回遊を創出した可能
性がある。

○実証実験に向けた参加を促す啓発等を行う。

○社会実験を通じて把握されたニーズを踏まえ、実事業化
や実験エリアを拡大しての実験等を行う必要がある。

○事業化に向けては、法的課題や採算性、安全な走行空
間の確保等の課題がある。

実施

＜実施＞
○風の道形成のための施策を実施した。
　・東京駅大丸の撤去工事に着手（ほぼ完了）。

○緑化や保水性舗装の面的整備を実施した。
　・駅前広場（緑化等）、行幸通り、大手町の森の整備工事
　・三菱一号館広場竣工

○大丸有地区再開発によるヒートアイランド現象抑制シュミ
レーション調査を実施した。

○緑のオープンスペースの形成に向けた準備を実施した。

○区内の水資源に関する調査を実施し、以下の点を把握・
検討した。
　・利用可能な水資源の抽出と熱利用方策の把握
　・濠等の水資源循環モデルに関する既往研究調査の把
握
　・水資源循環モデルの提案と課題の検討
　・水辺空間を利用したヒートアイランド対策、CO2削減の
検討

b

○地元の協議会と協議し、まちづくりを進めた。

○大丸有地区の再開発（ビルの高度化による風の流れの
変化、ビルの緑化、周辺の保水性舗装等を係数として）　に
よって、気温が平均0.41度下がる（体感温度は3度～5度低
下）というシュミレーションによる結果を確認した。

地域交通対
策および自動
車の燃費向
上

2-2-②
-c
運輸 ○

計画を遅滞なく進める。 太陽光パネル（発電出力390kw）を設置し、発電電力
を東京駅で消費する。

○低温貨物共同配送システムの実証運行等を実施
する。

○H21年度の実証結果を踏まえ、環境負荷の少ない
自動車交通及び都市内自転車利用促進に向け、具
体的に検討する。

○東京駅大丸の撤去、駅前広場、行幸通り、及び大
手町の森の整備を継続する。

○行幸通りでの中水散水効果を測定する予定でい
る。

○風の道及び周辺地域の面的整備については、必
要に応じた調査・検証を実施する。

○緑のオープンスペースの形成に向け準備を進め
る。

面的ヒートア
イランド対策
（大規模な風
の道の創出）

2-2-②
-d
業務 ○

着手

＜着手＞
JR東日本が主体となって、東京駅のホーム上家（東海道線
9、10番戦）に太陽光パネルの設置及び稼動（H22年度12
月予定）に向け、パワーコンディショナーを設置した。

b
○区広報紙にJR東日本と連携した事業計画を掲載し、周
知・啓発を図った。

○パワーコンディショナー１００ｋＷｈ４台を設置した。

モデル事業の
実施

2-2-②
-e
業務

＜着手＞
○東京都、青森県と再生可能エネルギー地域間連携協定
を締結した。
（参考）同仕組みの一環で、三菱地所と出光興産は、新丸
の内ビルディング（三菱地所所有）において、2010年4月か
ら生グリーン電力の供給開始が決定した。

b 協定締結後、区内事業者が第1号の取組事例となった。
年間20,000t-CO2削減が見込まれる。

区内事業者（特に、大規模事業者）への導入拡大に向け
て、普及啓発方法等を検討する。

2-3-②
-a
業務 ○ 着手

＜検討＞
生物多様性保全活動等を積極的に行っている岐阜県高山
市と区の連携による自然体験ツアーの事業化に向け調整
と課題整理を行った。

b 自然体験ツアー参加者の環境配慮意識及び行動の向上
が見込まれる。

姉妹都市（嬬恋村、五城目町）との連携方法を検討し、事
業化に向けて調整を行う。また、他の自治体からのオ
ファーへの対応について検討する。

2-3-②
-b
業務 検討

区民が生物多様性や温暖化問題など環境問題を考
えるきっかけづくりとして自然体験の機会を提供す
る。
①高山市自然体験ツアーの実施及び木質バイオマ
スを利用した低炭素社会づくりの取組みを学ぶ機会
を提供する。
②姉妹都市との既存の交流事業を活用した、間伐体
験や植林などの自然体験事業を検討する。

東京都・青森県と連携し、区内事業者に再生可能エ
ネルギーの利用を呼びかけ、供給拡大を図る。

地域連携の
推進

まちづくり
CDM

都心の低炭
素化と地方の
活性化の両
立（生グリー
ン電力）

まちづくりの
機会と場を活
かした面的対
策の推進



温室効果ガス削減
（t-CO2)

地域活力の創出等

平成２１年度の進捗 平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画との
比較

取組の成果

課題と改善方針 取組の計画

取組
番号
部門 主要

H21
予定

取組
方針

取組
内容

-

-

（定量化は困難）

約38t-CO2

※助成支援した家庭用省
エネ機器のうち、CO2削減
効果換算が可能なもの
で、一定の条件で使用さ
れていることを踏まえての
計上
○太陽光発電システム
1kw=467kg×
3kw=1,400kg-CO2
○CO2冷媒ヒートポンプ給
湯器
1基=730kg×1基=730kg-
CO2
○潜熱回収型給湯器
1基=778kg×46基
=35,788kg-CO2

 

b

その他業務部
門京都議定
書目標達成
計画の達成
に向けた施策

2-3-②
-c、d
業務 ○ 着手

＜着手＞
○CES（千代田エコシステム）推進協議会と連携した。
　・環境リーダーの養成
　・11月9日～13日：ちよだランチエコキャンペーンの実施
　・12月12日：CESウォーキングプラスごみ拾い
　・2月18日：CES環境フェスタ2010

○温暖化配慮行動指針（案）、低炭素社会形成指針（案）を
作成した。（これらの指針について、H21年度中に公表予定
であったが、公表には至らなかった。）

○区内11大学との環境連絡会議を実施した。

○区内11大学のエネルギー使用実態の調査を実施した。

○再生可能エネルギーの発電量及びエネルギー使用量の
表示設置助成を開始した。

○明治大学における見える化事業を実施した（環境への取
組み、太陽光発電量、エネルギー使用量の表示）。

b

＜実施＞
○エコ結び（大丸有エコポイント）の本格実施及び各種PR
イベントを実施した。

○交通系ICカードとの連携による、都心型エコポイントモデ
ルを構築した。

○大丸有地区内の社会実験等とエコアクションポイントとし
て連携した。

○エコッツェリアを中心としたイベント・セミナー等の実施を
拡大した。
　・4月～12月：丸の内朝大学
　・7月31日、8月5日、7日、11日：大丸有地区打ち水2009
　・8月2日～ 8月26日、12月19日：夏休みエコキッズ探検隊
2009
　・地球環境倶楽部

○エリア版CSR報告書2009年度版の発行及びウェブペー
ジ作成等、書籍・メディアを通じた地域内情報を発信した。

○（仮称）エコミュージアムの整備は、大手町一丁目第2地
区第一種市街地再開発事業施行地区内にある日経ビル、
経団連会館、JAビルの解体とともに終了した。

ｂ2-3-②
-c
家庭、業
務 ○ 実施

※大丸有地区における取組み
○都心型エコポイントモデルを本格実施し、それらを支える
基盤（店舗等との連携）を整備した。

○エコッツェリアを中心としたイベント・セミナー等の実施を
拡大した。これにより前年度を上回る参加者を達成するこ
とで、啓発活動の深まりと広がりを実現した。
　・丸の内朝大学
　⇒第1期 4月～7月（150名）第2期7月～9月（199名）第3
期10月～12月（集計中）、朝型ライフスタイルを地区に定着
した。
　・大丸有地区打ち水2009
　⇒昼又は夕方に30分程度計5回イベントを実施した。4日
間の参加者数2,204名
　⇒地域の恒例イベントとして定着したとももにＮＹ等と連携
した。
　・夏休みエコキッズ探検隊2009 を実施し楽しみながら環
境を学んでもらった。
　⇒8月2日～ 8月26日間：参加者数941名
　　12月19日：参加者数50名
　・「地球環境倶楽部」
　⇒環境をﾃｰﾏとした全12回のセミナーを実施。また会員
各社による研究会・勉強会の実施により、地域コミュニティ
を形成した。

※大丸有地区における取組み
○認知度を向上させるとともに、協力企業・団体（エコムス
ビサポーター）を発掘する。

○地区内の企業へ浸透を図る。

○各種イベントの認知度向上と周辺地域との連携によるイ
ベントの広がりを図る。

○CES推進協議会と連携した。
　・ちよだランチエコキャンペーン参加者数1471名（うち、区
職員975名）
　・CESウォーキングプラスごみ拾い参加者数30名
　・CES環境フェスタ2010　区ブース来場者数233名
⇒参加者の環境への関心を高め、環境配慮行動につなが
ることが見込まれる。

○区内11大学との環境施策連携会議を実施した。また、大
学環境アンケートを行い、各大学毎の環境への取組状況、
エネルギー使用実態の調査を実施した。

○大学との環境施策連携として、明治大学に「太陽光発電
設備」及び「見える化表示システム」を導入した。見える化
表示システムについては、区民及び外来者へわかり易く表
示を行い、環境配慮行動の促進を働きかけた。

○CESの認知度が低く、中小の事業者のCES参加へのメ
リットが分かりづらいため、CES推進事務局と区が連携し、
省エネ機器助成での割増しなどインセンティブを付与すると
ともに制度の浸透を図っていく。

○各大学の状況に合わせた環境施策や、環境行動計画作
成等の取組みを支援していく。

○CES推進協議会との連携による環境リーダーを養
成する。

○温暖化配慮行動指針を策定し、温暖化配慮行動
計画書制度を構築する。

○自主行動計画づくりを支援する。

○民間施設での再生可能エネルギーの発電量及び
エネルギー使用量の表示設置助成の拡大とともに、
大学及び病院において省エネ対策と効果の「見える
化」事業を展開する。

○大手町一丁目第2地区第一種市街地再開発事業
施行地区内において新築工事を着工する。

※大丸有地区における取組み
○エコ結び事業において区が後援する（予定）。ま
た、イベントの開催、個別の企業訪問・加盟店との連
携を実施する予定でいる。

○エコッツェリアを中心に環境啓発活動の継続・活性
化を図る。

○地球環境倶楽部等を通じ、企業ネットワークを強化
する。

○参加者数等
　・COP15サイクリングツアーにおける区ブース：35名
　・環境月間イベント：1141名
　・アキバグリーンフェスティバル：1830名
　・打ち水：400名
　・東京駅環境教育パネル展：1328名
　・工作教室：99名
　・環境標語展：954枚
　・区民エコツアー：40名
　・体験型環境学習：23名
  ・ランチエコキャンペーン：1471名
　・エコプロダクツ展における区ブース：1566名
　・ウォーキングプラス：30名
　・CES環境フェスタにおける区ブース：233名
　・石原良純氏講演会：100名
　・CES環境講座：24名

○太陽光発電システムや高効率給湯器等の導入に、計49
件2,724千円を助成した。

区民へのさらなる周知が必要である。また、対象機器の拡
充や申請書類の簡素化など活用しやすい制度への改善の
必要がある。

○区民向けの普及啓発イベントを実施する。

○エネファームや外壁・窓等の高断熱化について助
成制度を拡充する。

家庭部門対
策

2-3-②
-c
家庭 実施

＜実施＞
○環境展など普及啓発イベントを実施した。
　・5月23日：COP15サイクリングツアーにおけるブース出展
　・6月8日～19日：環境月間イベント（環境モデル都市シン
ポジウム、ヒートアイランド対策報告会、環境ポスター展、
環境・リサイクル祭）
　・7月18日～20日：アキバグリーンフェスティバル
　・8月1日～31日：打ち水
　・8月1日～8日：東京駅環境教育パネル展
　・8月4日～7日：工作教室
　・9月15日～10月16日：環境標語展
　・10月1日：大丸有地区・コミュニティサイクル社会実験
　・10月3日：区民エコツアー
　・11月19日～20日：体験型環境学習
  ・11月9日～13日：ランチエコキャンペーン
　・12月10日～12日：エコプロダクツ展におけるブース出展
　・12月12日：ウォーキングプラス
　・2月18日：CES環境フェスタ
　・2月18日：石原良純氏講演会

○新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成制度を
実施した。

地域連携の
推進

啓発活動の
実施（大丸有
地区、その他
地区）

※1 アクションプラン上、平成21年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）
　平成22年度以降に取り組むこととしていた事業で平成21年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。）
※2 「主要」の欄には、温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性に優れている等の理由で「総括票」に記載したものについて、「○」を記載すること。
※3 「H21予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。（例えば平成19～23年度の５カ年をかけて建設する予定のハード事業のH21年度の予定は、「着手」と記載。）
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。（例えば平成19～23年度の５カ年をかけて建設する予定のハード事業が予定通り進捗した場合、H21年度の進捗状況は「着手」と
記載。）
※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H21予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。
　a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない



３．平成２１年度事業・支援実績一覧 団体名

支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

徹底した建物
のローカボン化 1 建築物環境計画書制度(検討）

　延べ床面積300㎡以上5,000㎡以下の中小規模建物の
新築・増築を行う建築主に、建築物環境計画書の提出
を義務付け、省エネ法等の法令順守とともに、京都議定
書目標達成計画が目指す高水準のエネルギー対策や
再生可能エネルギー等の導入を進める。（H22年度10月
施行予定）

H21年度～

9
(水資源活用
調査、交通調
査、建築物環
境計画書制
度委託総額）

9
(水資源活用
調査、交通調
査、建築物環
境計画書制度
委託総額）

- - -

グリーンストッ
ク作戦（既築建
物のローカボン
化）

2 グリーンストック作戦の実施

　区内全域の省エネルギー化を促進するためには、膨
大な数の既存建物（ストック）を省エネルギー化（グリー
ン化）する必要がある。そこで、商店街や街区単位での
取組みを推進するため、モデル地区を選定し、現況調査
や省エネ診断、対策メニュー等を検討のうえ、取組みを
進める。

H21年度～ 9
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

東京都 9

建物のロー
カーボン・ゼロ
カーボンに向
けた普及啓発

3 省エネ相談窓口（検討）

　ハード面を中心とした温暖化対策の総合相談窓口、情
報発信拠点とする。区民や事業者への温暖化対策の技
術的なアドバイス（運用改善、設備更新、補助制度等）
や省エネ機器等の普及、その他普及啓発活動を行う。

H21年度～ 0 - - -

1
清掃工場のごみ焼却排
熱の小学校への導入(検
討）

 平成22年4月より、区立小学校3校で、23区内の清掃工
場でのごみ焼却排熱により発電された電力の受給を開
始する。

H21年度～ 0 - - -

2 本庁舎におけるエネルギーの見える化

　区本庁舎1階モニターにおいて、本庁舎で消費されて
いるエネルギー量や環境への取組状況を表示し、来庁
者の環境への関心や省エネへの意識啓発向上を図る。

H21年度～ 0 - - -

3 区有施設の省エネ診断

H20年度※1に引き続き、15の既存区有施設※2につい
て省エネ診断を行う。
※1　H20年度は12の既存区有施設の省エネ診断を実
施
※2　対象施設は、①竣工後20年以上経過し、保全計画
上も大規模改修工事が求められている施設②年間の光
熱水費が常にワースト5に入っているような施設③類似
の用途で同程度の規模を有する複合施設等、CO2排出
量の多い施設を選定

H20年度
～H21年度 19.2 6.9 - - -

区有施設の
ローカーボン化

2-1-②
-b

2-1-②
-a

東京都千代田区

事業費総額
（見込）
（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）
（百万円）

事業概要 事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名



支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）
（百万円）

事業概要 事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名

4 区有施設の省エネ改修（昌平童夢館）

　Ｈ20年度に実施した省エネ診断結果を踏まえ、①トイ
レにおける人感センサーの取付け②階段誘導灯の省電
力及び人感センサーへの取替え③誘導灯の省電力型
への取替え④白熱灯の蛍光管への取替えを行った。

H21年度 4.4 4.4 - - -

5 区有施設の省エネ改修
（神田さくら館）

　Ｈ20年度に実施した省エネ診断結果を踏まえ、①階段
誘導灯の省電力及び人感センサーへの取替え②誘導
灯の省電力型への取替え③白熱灯の蛍光管への取替
えを行った。

H21年度 4.2 4.2 - - -

6 環境・温暖化対策ガイドライン

　「千代田区地球温暖化対策実行計画（第2次計画）」に
基づき、区有施設（庁舎、学校、福祉施設等の建築物）
の新築・増改築に際して省エネ対策など環境配慮を進
めるための基本的考え方を示したガイドラインを策定し、
該当施設に適用する。（H21年度、策定済）

H21年度～ 0 - - -

7 省エネルギー型道路照明への改善

　区道に設置されている街路灯のうち200Ｗから400Ｗま
での水銀灯を110Ｗと180Ｗの高圧ナトリウムランプへ取
替え、整備することで消費電力を削減する。

H20年度
～H22年度 474 154 地域活性化 きめ細か

な臨時交付金 内閣府 8.3

1 基金制度（検討）

区と区内の様々な人々が協力して、温暖化対策配慮行
動や建物のエネルギー 対策を推進するため、基金など
の活用により、温暖化対策を持続的に行える仕組みを
検討する。

H21年度～ 0 - - -

2
省エネ機器の普及啓発
展（秋葉原グリーンフェス
ティバル）

　7/18～8/23間の秋葉原グリーンフェスティバルの一環
として、7/18～7/20に開催する省エネ機器の普及啓発
展において、 来場者に助成制度を紹介する。

H21年度 0.016 0.016 - - -

2-1-②
-d

省エネ家電等の
買い替え促進

2-3-②
-c
家庭部門対策

2-2-②
-a
温暖化対策促
進地域の指定 1

温暖化対策促進地域の
推進（検討）

　まちづくりの機会と場を活かし、集中的な温暖化対策
を行う地域を関係者との合意に基づき指定する。地域冷
暖房システムの導入や高効率化、未利用 ・再生可能エ
ネルギーの有効活用､エネルギーマネジメントシステム
の導入など､地域全体で先進的な取組みを推進すること
により、大幅なCO2の削減につなげる。

H21年度～ 0 - － －

2-1-②
-d

省エネ家電等
の買い替え促
進

区有施設の
ローカーボン化

2-1-②
-b

H21年度～
　新エネルギー・省エネルギーの導入を促すため、太陽
光発電や省エネルギー機器を導入する区民、事業者に
対し、その費用の一部を助成する制度を開始する。

8 東京都 2
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

3
新エネルギー及び省エネ
ルギー機器等導入助成
制度



支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）
（百万円）

事業概要 事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名

2-2-②
-b
霞ヶ関地区の
低炭素化構想 2

霞ヶ関周辺低炭素都市
づくり構想策定調査

　霞が関周辺地区における官庁街の庁舎については、
財務省の有識者会議が取りまとめた「国有財産の有効
活用に関する報告書」において、今後の方向性の中で
環境に配慮した庁舎整備を進めることなどが示されてい
る。
　これらで示されている基本的な方向性・考え方を踏ま
えつつ、付帯的にいかなる方策が取り得るかについて、
未利用エネルギーを活用した面的エネルギーシステム
の構築に向け、平成20年度に引き続き、その効果や実
現方策等について検討を行なう。

H20年度
～21年度

12
（H20～21年
度総計）

6 先導的都市環境
形成事業費 国土交通省 3

2-1-②
-b

区内業務系建
物への太陽光
発電導入

1 新保健所太陽光発電導入 　新保健所の建設に対し、太陽光発電を導入する。 H20年度
～22年度 2

0
(H22年度に
合わせて精
算）

- - -

1

グリーン物流システムの
構築
※大丸有・神田地区等グ
リーン物流促進協議会事
業。区経費負担なし

　共同荷捌き所の整備等により、物流車両のエリア内へ
の流入を抑制するとともに共同化による物流の効率化を
図る。

H21年度～ 物流連携効率化推進
事業費

国土交通省 10

2 電気自動車のリース 　区公用車として、電気自動車1台をリースする。 H21年度
～H25年度 4.3 0.4 - - -

3 急速充電器の設置 　本庁舎地下1階駐車場に急速充電器1基を導入し、区
民等に無料で開放する。 H21年度～ 5.1 5.1 充電設備設置費

補助事業

一般社団法人
次世代自動車
振興センター

1.5

4 区公用車（電気自動車）のカーシェアリング

　交通対策の一つとして、公用車として導入した電気自
動車1台を区が事業に利用しない土・日・祝日および夜
間の時間に、区民等に貸出しを行うカーシェアリング事
業を展開する。これにより、自動車の計画的な利用を考
える契機とするとともに、電気（次世代）自動車の普及を
めざす。

H21年度～ 0.69 0.25
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

東京都 0.25地域交通対策
および自動車
の燃費向上

2-2-②
-c



支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）
（百万円）

事業概要 事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名

5

大丸有地区・周辺地区環
境交通第１次社会実験
※大丸有地区・周辺地区
環境交通推進協議会事
業。区経費負担なし

　H21年9月29日～10月12日にかけて、大手町・丸の内・
有楽町地区とその周辺地区にて、「①マルチポート型コ
ミュニティサイクル」「②循環バス」「③電気自動車（コミュ
ニティタクシー、カーシェアリング、急速充電器活用）」
「④エコポイント」を実施する。
①都心の外資系ホテル等サイクルポートを設置し、自転
車利用の行動範囲や利用ニーズ等を把握する。
②循環バス利用による交通行動、行動範囲の変化等を
把握する。
③電気自動車を活用した「コミュニティタクシー」や「カー
シェアリング」、「急速充電器」の利用ニーズ等を把握す
る。
④買い物や本社会実験へのモニター参加等「環境行動」
に対して、ポイント付与、環境配慮型商品との交換等を
行い、環境貢献への意識、インセンティブ効果等を把握
する。

H21年度 12 11 低炭素地域づくり
面的対策推進事業 環境省

　
11
(未定。生
産性のた
め）

2-2-②
-c

地域交通対策
および自動車
の燃費向上

6

大丸有地区コミュニティ
サイクル社会実験
※（株）JTB首都圏事業。
区経費負担なし

　H21年10月1日～11月30日にかけて、大手町・丸の内・
有楽町地区の「丸の内仲通り」を中心とした地域に、コ
ミュニティサイクルの貸出ポート（名称:エコポート）を5箇
所設置し、環境負荷の低減効果、公共交通手段として
持続可能性及び放置自転車の整序効果を検証する。

H21年度 30 30
都市型コミュニティ
サイクル社会実験 環境省 30

1 水資源活用調査 　区内の利用可能な水資源等の活用に関する調査を実
施する。 H21年度

9
(水資源活用
調査、交通調
査、建築物環
境計画書制
度委託総額）

9
(水資源活用
調査、交通調
査、建築物環
境計画書制度
委託総額）

- - -

2

クールシティ中枢街区パ
イロット支援事業
※大丸有協議会が申請
窓口。区経費負担なし

　東京海上日動ビル本館や東京會舘における窓ガラス
日射遮蔽フィルムの整備、行幸通りにおける中水散水
設備の整備、東京国際フォーラムにおける屋上緑化及
び(仮称）大和呉服橋ビル バルコニーにおける屋上・壁
面緑化の整備を実施する。

H20年度
～21年度

459
（H20～21年
度総計）

121 クールシティ中枢街区
パイロット支援事業 環境省 60

2-2-②
-e
モデル事業の
実施 1

東京駅第4乗降場太陽光
発電事業
※東日本旅客鉄道（株）
と区が連名で補助申請を
したが、H21年度につい
て区は補助金需給および
経費負担なし

　地球環境問題への積極的かつ長期的な取組みのう
ち、地球温暖化防止のため特に東日本旅客鉄道株式会
社と区との連携により、東京駅におけるクリーンエネル
ギーの導入民生事業として、東海道線ホーム上家に太
陽光パネルを設置し、CO2排出量の削減を目指す低炭
素型大都市モデルを示す。
(H21年度は、パワーコンディショナーを設置する。）

H21年度
～22年度 871 116 地域新エネルギー等

導入促進対策費

一般社団
法人新エネル
ギー導入促進
協議会

7

面的ヒートアイ
ランド対策（大
規模な風の道
の創出）

2-2-②
-d



支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）
（百万円）

事業概要 事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名

2-3-②
-a

都心の低炭素
化と地方の活
性化の両立(生
グリーン電力）

1
東京都、青森県と再生可
能エネルギー地域間連
携協定

　東京都と青森県との三者で「再生可能エネルギーの地
域間連携に関する協定」を締結。 区内のCO2排出量の
大きな事業所などに再生可能エネルギーの利用を働き
かけるとともに、青森県が県内で開発を支援する風力発
電などによる電力を区内へ送電する再生可能エネル
ギー地域間連携プロジェクトの具体化を、東京都、青森
県と連携し支援する。

H21年度～ 0 - - -

2-3-②
-b まちづくりCDM 1 自然体験ツアー（検討）

　平成22年度に、生物多様性保全活動等を積極的に
行っている岐阜県高山市と区の連携による自然体験ツ
アーを実施する。

H21年度
～22年度 1 0 - - -

2-3-②
-c,d

その他業務部
門京都議定書
目標達成計画
の達成に向け
た施策

1 CES推進協議会支援

　CES推進協議会と連携し、CESを広く区内の事業者や
区民に浸透させていくとともに、中小企業等民間施設で
のCESクラスⅡ・Ⅲの取組みに向けた普及啓発を実施す
る。
※CES　区独自の環境マネジメントシステム

H21年度～ 4 - - -

2
温暖化配慮行動指針、低
炭素社会形成指針（検
討）

　温暖化配慮行動指針を策定、公表し、一定規模以上
の事業者に対して、環境配慮行動を求める。また、低炭
素社会形成指針を策定、公表し、一定規模以上の建物
の新築や増改築を行うものに対して、建物の省エネル
ギー対策を求める。

H21年度～ 0 - - -

3 区内11大学との環境施策連携

　エネルギー多消費事業所である、区内11大学と区の
環境連携策として、環境連携会議を定期的に開催し、各
大学の状況に合わせた環境施策への連携、大学自らの
環境温暖化対策、自主行動計画支援を実施する。

H21年度～ 0 - - -

2-3-②
-c 家庭部門対策 1 「東京駅で学ぶ！温暖化対策」パネル展示

　次世代を担う子どもたちに向けて、環境教育の一環と
して、パネル展（子ども向けのパネルがメイン）を実施す
る。地球温暖化対策についてわかりやすく周知し、認識
を深めてもらう。

H21年度 3.5 3.49 みどり東京・温暖化防
止プロジェクト助成金

財団法人
特別区協議会 1.5

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 アクションプラン上、平成21年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成21年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除くすべてについて記
載すること。平成22年度以降に取り組むこととしていた事業で平成21年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。

その他業務部
門京都議定書
目標達成計画
の達成に向け
た施策

2-3-②
-c,d



４．平成２２年度予定事業 団体名

支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
(予定）
（百万円）

徹底した建物
のローカボン化 1 建築物環境計画書制度

　延べ床面積300㎡以上5,000㎡以下の中小規模建物の
新築・増築を行う建築主に、建築物環境計画書の提出
を義務付け、省エネ法等の法令順守とともに、京都議定
書目標達成計画が目指す高水準のエネルギー対策や
再生可能エネルギー等の導入を進める。（H22年度10月
施行予定）

1 H21年度～ 4
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

東京都 4

グリーンストッ
ク作戦（既築建
物のローカボン
化）

2 グリーンストック作戦

　区内全域の省エネルギー化を促進するためには、膨
大な数の既存建物（ストック）を省エネルギー化（グリー
ン化）する必要がある。そこで、商店街や街区単位での
取組みを推進するため、モデル地区を選定し、現況調査
や省エネ診断、対策メニュー等を検討のうえ、取組みを
進める。(H22年度は、既存モデル地区におけるフォロー
アップと新規モデル地区の選定を行う）

2 H21年度～ 13
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

東京都 13

建物のロー
カーボン・ゼロ
カーボンに向
けた普及啓発

3 省エネ相談窓口

　ハード面を中心とした温暖化対策の総合相談窓口、情
報発信拠点とする。区民や事業者への温暖化対策の技
術的なアドバイス（運用改善、設備更新、補助制度等）
や省エネ機器等の普及、その他普及啓発活動を行う。

3 H21年度～ 0 － － －

1
清掃工場のごみ焼却排
熱の小学校への導入（開
始）

 平成22年4月より、区立小学校3校で、23区内の清掃工
場でのごみ焼却排熱により発電された電力の受給を開
始する。

1 H21年度～ - - -

2 区有施設におけるエネルギーの見える化

　区有施設において、消費されているエネルギー量を表
示し、外来者や通行人に関心をもってもらうことで、省エ
ネへの意識啓発を図る。また、消費する側の省エネ意識
の啓発にもつなげる。

H22年度～ 9 - - -

3 いきいきプラザ一番町省エネ改修事業

　区は平成20年度及び21年度に区有施設（27施設）に
おいて省エネ診断を実施した。その診断結果を踏まえ
て、施設の省エネ改修を実施する。平成22年度におい
ては、いきいきプラザ一番町の改修工事をメインに行う。

H22年度～
H23年度 130 35 地域グリーン

ニューディール基金 東京都 30

4 環境・温暖化対策ガイドライン

　「千代田区地球温暖化対策実行計画（第2次計画）」に
基づき、区有施設（庁舎、学校、福祉施設等の建築物）
の新築・増改築に際して省エネ対策など環境配慮を進
めるための基本的考え方を示したガイドラインを策定し、
該当施設に適用する。（H21年度、策定済）

6 H21年度～ 0 - - -

2-1-②
-a

区有施設の
ローカーボン

2-1-②
-b

東京都千代田区

事業費総額
（見込）
（百万円）

H22年度
事業額
（見込）
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名 事業概要 事業期間

（見込）

H
21
枝
番



支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
(予定）
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H22年度
事業額
（見込）
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名 事業概要 事業期間

（見込）

H
21
枝
番

2-1-②
-b
区有施設の
ローカーボン

5 省エネルギー型道路照
明への改善

　区道に設置されている街路灯のうち200Ｗから400Ｗま
での水銀灯を110Ｗと180Ｗの高圧ナトリウムランプへ取
替え・整備することで消費電力を削減する。

7 H20年度～
H22年度

474 134 - - -

2-1-②
-d

省エネ家電等
の買い替え促
進

1 基金制度（検討）

　区と区内の様々な人々が協力して、温暖化対策配慮
行動や建物のエネルギー対策を推進するため、基金な
どの活用により、温暖化対策を持続的に行える仕組み
を検討する。

1 H21年度～ 0 － － －

2-1-②
-d

省エネ家電等の
買い替え促進

2-3-②
-c
家庭部門対策

2-2-②
-a
温暖化対策促
進地域の指定 1

温暖化対策促進地域の
推進（検討）

　まちづくりの機会と場を活かし、集中的な温暖化対策
を行う地域を関係者との合意に基づき指定する。地域冷
暖房システムの導入や高効率化、未利用 ・再生可能エ
ネルギーの有効活用､エネルギーマネジメントシステム
の導入など､地域全体で先進的な取組みを推進すること
により、大幅なCO2の削減につなげる。

1 H21年度～ 0 － － －

2-1-②
-b

区内業務系建
物への太陽光
発電導入

1 新保健所太陽光発電導入 　新保健所の建設に対し、太陽光発電を導入する。 1 H20年度～22年度 2

2
(H22年度に
合わせて精
算）

- - -

1 グリーン物流システムの
構築

 共同荷捌き所の整備等により、物流車両のエリア内へ
の流入を抑制するとともに共同化による物流の効率化を
図る。

1 H21年度～ － － －

2 電気自動車のリース 　区公用車として、電気自動車1台をリースする。 2 H21年度～H25年度 4.3 1.1 - - -

51

　区は平成21年度に新エネルギー・省エネルギーの導
入を促すため、太陽光発電や省エネルギー機器を導入
する区民、事業者に対し、その費用の一部を助成する制
度を開始した。今年度は助成対象を拡大して引き続き実
施し、区内の低炭素化を促進する。

H21年度～2
新エネルギー及び省エネ
ルギー機器等導入助成
制度

3
東京都地球温暖化
対策等推進のための
区市町村補助制度

7東京都

地域交通対策
および自動車
の燃費向上

2-2-②
-c



支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
(予定）
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H22年度
事業額
（見込）
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名 事業概要 事業期間

（見込）

H
21
枝
番

地域新エネルギー等
導入促進対策費

一般社団
法人新エネル
ギー導入促進
協議会

120

新エネルギー及び省
エネルギー機器等導
入助成制度

千代田区 1

2-3-②
-a

都心の低炭素
化と地方の活
性化の両立

1
東京都、青森県と再生可
能エネルギー地域間連
携協定

　東京都と青森県との三者で「再生可能エネルギーの地
域間連携に関する協定」を締結。 区内のCO2排出量の
大きな事業所などに再生可能エネルギーの利用を働き
かけるとともに、青森県が県内で開発を支援する風力発
電などによる電力を区内へ送電する再生可能エネル
ギー地域間連携プロジェクトの具体化を、東京都、青森
県と連携し支援する。

1 H21年度～ 0 － － －

2-3-②
-b まちづくりCDM 1 自然体験ツアー

  平成22年度に、生物多様性保全活動等を積極的に
行っている岐阜県高山市と区の連携による自然体験ツ
アーを実施する。

1 H21年度～22年度 1 1 － － －

2
温暖化配慮行動指針、低
炭素社会形成指針（検
討）

　温暖化配慮行動指針を策定、公表し、、一定規模以上
の事業者に対して、環境配慮行動を求める。また、低炭
素社会形成指針を策定、公表し、一定規模以上の建物
の新築や増改築を行うものに対して、建物の省エネル
ギー対策を求める。

2 H21年度～ 0 - - -

4
大学、病院、ホテル等に
おけるエネルギーの見え
る化

　区民等に対する省エネへの意識啓発及び環境配慮行
動への取組み支援ならびに設置事業者（エネルギー多
消費事業所：大学・ホテル・病院）との環境施策連携、対
象事業所におけるさらなる省エネ活動を促進する。

H22年度～ 15 - - -

H21年度～

2-3-②
-c,d

モデル事業の
実施

3

CES推進協議会支援

　CES推進協議会と連携し、CESを広く区内の事業者や
区民に浸透させていくとともに、中小企業等民間施設で
のCESクラスⅡ・Ⅲの取組みに向けた普及啓発を実施す
る。
※CES　区独自の環境マネジメントシステム

その他業務部
門京都議定書
目標達成計画
の達成に向け
た施策

2-2-②
-e

－－1 71 －

－ － －区内11大学との環境施
策連携 3 H21年度～ 0

　エネルギー多消費事業所である、区内11大学と区の
環境連携策として、環境連携会議を定期的に開催し、各
大学の状況に合わせた環境施策への連携、大学自らの
環境温暖化対策、自主行動計画支援を実施する。

761871H21年度
～22年度1

　地球環境問題への積極的かつ長期的な取組みのう
ち、地球温暖化防止のため、特に東日本旅客鉄道株式
会社と区との連携により、東京駅におけるクリーンエネ
ルギーの導入民生事業として、東海道線ホーム上家に
太陽光パネルを設置し、CO2排出量の削減を目指す低
炭素型大都市モデルを示す。
(H22年度は、太陽光電池パネルを設置する。）

東京駅第4乗降場太陽光
発電事業
※東日本旅客鉄道（株）
と区が連名で補助申請を
した。

1



支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
(予定）
（百万円）

事業費総額
（見込）
（百万円）

H22年度
事業額
（見込）
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番 事業名 事業概要 事業期間

（見込）

H
21
枝
番

5 中小企業者向け見える化モニター制度

　中小建物の見える化モニター制度を実施し、モニター
参加者の省エネ対策活動を支援する。また、省エネへの
取組み内容の報告、発表会等を行い、他の中小規模建
物の環境配慮行動をも促進する。

Ｈ22年度～ 4.8 - - -

2-3-②
-c 家庭部門対策 1 エコスポットツアー

　様々な主体による環境に配慮した取組事例を訪ね、見
て体感することで、今後の取組みへの意識の高揚を図
る。

H22年度 1 1
平成22年度環境保全
促進助成事業

財団法人
自治総合セン
ター

未定

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。

※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」「H22年度事業額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 アクションプラン上、平成22年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべて（アクションプランの改訂により追加した事業を含む。アクションプランの改訂により削除又
は後ろ倒しにした事業は除く。）について記載すること。

※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。前年度から継続する事業については、「H21枝番」欄にH21年度関連事業一覧の枝
番を記載すること。



「生グリーン電力購入プロジェクト」支援

区内のCO2排出量の大きな事業所などに働きかけ、供給拡大。

平成21年12月、区は東京都、青森県と「再生可能エネルギー地域間連携協定」を締結。
その第一号として、平成22年4月から、青森県六ヶ所村の風力発電等から新丸ビルへ
生グリーン電力の託送を開始。証書等による“みなし”ではなく、グリーン電力そのもの
を受電する取組は日本初。

千代田区 ２２年度主要事業 お問い合わせ先：千代田区環境・温暖化対策課（03-5211-4255）

系統に影響を与えないよう、IT
技術を駆使して、緻密な予測、
コントロールを実施

年間２万ﾄﾝ-CO2削減

都心の低炭素化

新丸ビル

青森県六ヶ所村

地域経済の活性化
雇用の拡大

省エネの難しいテナントビルの新たなCO2削減方法
⇒今後の再生可能エネルギー拡充に向け、大きな意義を持つ

東北から千代田区へ
電力を託送


